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業務委託仕様書
1. 業務名
令和８年度 持続可能なまちづくりに向けた移住定住等推進プロジェクト構築業務

2. 業務の目的・背景
広川町においては、人口減少や高齢化の進行に伴い、使われなくなった住宅等の不動産が増加傾向にある。一方で、特に上広川校区では賃貸住宅や分譲地が少なく、移住定住を希望する層の受け皿が不足しているという課題を抱えている。
さらに近年、物価高騰やイラン情勢等に伴う石油由来の住宅資材不足により、新築住宅の建築コストが急騰している。加えて住宅ローン金利も上昇傾向にあり、若い世代が定住のために新築のマイホームを取得することが経済的に困難になりつつあるのが実情である。
このような社会情勢だからこそ、町内に眠る「利活用可能な既存ストック（既存住宅等）」の価値は相対的に高まっている。この機を捉え、地元の建築事業者等の技術や八女産木材等を活かし、若者や子育て世代にとって魅力的なリノベーションを施すことで、これら既存ストックを人気の高い定住拠点へと転換できる大きなチャンスである。
また、既存ストックの利活用は、居住用にとどまらず、地域に新たな賑わいと生業を生み出す「創業等の拠点」としても極めて重要である。本町で実施している「創業塾」の受講生が実際に起業する際の受け皿となるほか、パン屋やカフェ、雑貨店など、地域にとって必要とされ、住民の生活を豊かにする店舗を誘致する上でも、デザイン性や機能性の高いリノベーション物件の存在は強力なフック（動機付け）となる。
本業務は、これらの既存ストックを単なる課題ではなく「地域資源（資産）」として捉え直し、行政主導の改修に留まらず、民間主体の自走可能な事業スキーム構築を目指すものである。折しも、上広川校区においては国道3号広川八女バイパスの新設（ハード面のインフラ整備）や、上広川小学校の移転新築（ソフト面の教育・子育て環境のアップデート）といった大きな転換期を迎えている。本業務では、こうした社会背景や地域の好機、周辺地域との広域連携を最大限に活かし、移住定住と創業支援を両輪とした次年度以降の本格的な社会実装（プロジェクト化）を見据えた具体的な仕組みの構築およびプロジェクトの立案を行うことを目的とする。

3. 履行期間
契約締結日の翌日 から 令和９年３月26日 まで

4. 業務内容
受託者は、町と密に協議を行いながら、以下の業務を実施すること。
(1) 既存ストックの資産化に向けたヒアリング・事業スキームの検討
① 地域協力者へのヒアリング
地元（広川町を中心に周辺地域も含む）の林業・建築・不動産に関わる事業者に対しヒアリングを実施し、今後のリノベーション事業や八女産木材の活用に前向きな事業者との繋がりを構築する。
② 事業化・組織化仮説の構築
町の各種政策と連携し、入居者の募集からサポート、相談窓口機能までを含めた中長期的な事業仮説を構築する。また、ヒアリングで繋がった事業者等と連携し、実質的に運営を行う新たな事業体（株式会社やコンソーシアム等）の組織化の仮説を構築する。
③ 実現したいまちの姿の構想
都市部等からの移住者を増やすとともに、町で育った子どもが将来戻ってきたいと思える地域を作るため、事業を通して実現したいまちの姿を構想する。
(2) 既存ストックの現況調査支援
① 意向調査票作成支援
町が実施する不動産所有者への意向調査について、事業スキームを踏まえた質問事項の設定等、助言・支援を行う。
② 現地調査支援
見学許可を得た既存住宅（町内５件程度を想定）について、町職員や関係事業者と同行して現地調査を行い、住宅・店舗等としての利活用可能性を検討する。
(3) 来年度以降の社会実装に向けたプロジェクト案の検討（独自提案要素）
本調査で作成する事業化・組織化構想素案を基に、単年度の調査で終わらせず、次年度以降に本格的な社会実装を目指すためのプロジェクト案（アクションプラン）を検討・提示すること。検討にあたっては、以下の視点を盛り込むこと。
① 地域資源と社会変化の掛け合わせ
単なる既存ストックの利活用に限らず、上広川校区で予定されている国道3号広川八女バイパスの新設や、上広川小学校の移転新築といった、ハード（インフラ）とソフト（教育・子育て）のアップデートという好機を最大限に活かす方法を想定すること。
② 広域連携と財源確保策
八女産木材の活用や新組織の形成に向けた周辺地域との連携メリットを見出し、社会実装に向けて必要となる財源確保策（地域未来交付金などの国・県等の補助メニューの活用、および広域連携による資金調達スキーム等）を含めた現実的な提案を行うこと。
(4) 報告書の調製
上記(1)〜(3)の実施結果を取りまとめ、報告書として提出すること。

5. 成果品および提出部数
業務完了報告書（ただし、以下の要素を含むこと）：１部（および電子データ）
· 事業化・組織化構想提案
· 次年度以降の社会実装に向けたプロジェクト案（アクションプランおよび財源確保策を含む）
· 関係者意向調査票（案）
· 現地調査報告書（物件カルテ等）

6. 委託上限額（提案上限額）
金 7，575，000円（消費税及び地方消費税を含む）
